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研究要旨 
【目的】｢大阪府妊産婦こころの相談センター｣開設後の運用実績から妊産婦に対する

メンタルヘルス対策を検討する。 

【方法】平成 28 年 2 月～11 月の相談事例報告を用いて分析した。 

【結果】総相談件数は 182 件で、全体の 44 件(24.2％)は 2 回目以降の継続相談案件で

あった。相談者は、妊産褥婦本人が 120 件(65.9%)、妊産褥婦の家族が 30 件(16.5%)、

知人が 5 件(2.7%)、妊産褥婦に関わる医療･行政機関が 27 件(14.8%)であった。105 人

(57.7%)が匿名であった。相談センターの存在を知った経路を尋ねているが(4-11 月集

計)、産科医療機関から(22.2%)、テレビ新聞など(15.2%)、市町村から(11.4%)、ネット

(10.1%)、その他(13.9%）、不明(27.2%)であった。妊娠中が 37 件(20.3%)、分娩後が 133

件(73.1%)、その他や不明が 12 件(6.6%)であった。精神症状についての相談が最も多

く、精神科受診相談・薬・希死念慮・精神科救急についての相談も見られる。一方家

族関係や育児についての悩みといった「社会背景」、メンタルとは異なる「身体症状」

の訴えなど相談内容は多岐に渡る。1回あたりの電話相談時間は30分未満(59%)、30~60

分(30%)、60 分以上(8%)、その他(3%)である。相談への対応方法は多くが電話相談で

完結しているが、他機関を紹介・連絡する場合もある。紹介先としては市町村保健セ

ンター(47%)、精神科医療機関(17%)、保健所など(10%)、市町村児童相談所(9%)、精

神科以外の医療機関（6%）、その他(11%)であった。 

【結論】妊産婦のメンタルヘルス対策のひとつとして『大阪府妊産婦こころの相談セ

ンター』が稼働している。今後の検証作業は必要であるが、妊産婦のこころの安定に

有益な事業と考える。 
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A. 研究目的 
 ｢大阪府妊産婦こころの相談センタ

ー｣(以下センターと略す)開設後の運

用実績から妊産婦に対するメンタル

ヘルス対策を検討する。 

 
B. 研究方法 
 平成 28 年 2 月～11 月の相談事例報

告を用いて分析した。 

 
C. 研究結果 
図 1 に月毎の相談件数を示す。総相

談件数は 182 件で、全体の 44 件

(24.2％)は 2 回目以降の継続相談案件

であった。図2に相談者の区分を示す。

相談者は、妊産褥婦本人が 120 件

(65.9%)、妊産褥婦の家族が 30 件

(16.5%)、知人が 5 件(2.7%)、妊産褥

婦に関わる医療･行政機関が 27 件

(14.8%)であった。図 3 に実名か匿名

かの区別を示す。105 人(57.7%)が匿

名であった。相談センターの存在を知

った経路を尋ねているが(4-11 月集計)、
産科医療機関から(22.2%)、テレビ新

聞など(15.2%)、市町村から(11.4%)、
ネット(10.1%)、その他(13.9%）、不明

(27.2%)であった。図 4 に相談者が分

娩前後であるかの区別を示す。妊娠中

が 37 件(20.3%)、分娩後が 133 件

(73.1%)、その他や不明が 12 件(6.6%)
であった。相談内容の内訳は図 5 の通

りである。精神症状についての相談が

最も多く、精神科受診相談・薬・希死

念慮・精神科救急についての相談も見

られる。一方家族関係や育児について

の悩みといった「社会背景」、メンタ

ルとは異なる「身体症状」の訴えなど

相談内容は多岐に渡る。1 回あたりの

電話相談時間は 30 分未満(59%)、
30~60 分(30%)、60 分以上(8%)、その

他(3%)である。相談への対応方法（図

6）は多くが電話相談で完結している

が、他機関を紹介・連絡する場合もあ

る。紹介先としては市町村保健センタ

ー(47%)、精神科医療機関(17%)、保健

所など(10%)、市町村児童相談所(9%)、
精神科以外の医療機関（6%）、その他

(11%)であった。 

 
D．考察 
従来、本邦の妊産婦死亡統計には自

殺は含まれていなかった。現在、妊産

婦死亡はおよそ 100 万分娩からわず

か 40 名程度まで減少している。しか

し、近年正式な統計が取られていない

ものの妊産婦の自殺が散見されるよ

うになってきた。平成 28 年 4 月には

竹田らによって、東京都の妊産婦自殺

が 10 年間(およそ 100 万分娩)に 63 名

であったと報告された。さらに、子ど

も虐待による死亡事例等の検証結果

等について(第 12 次報告)から読み取

っても、出産後 1 年以内に毎年数名の

心中が発生している。このことから考

えても妊産婦の自殺は従来の年間妊

産婦死亡に匹敵する可能性が出てき

た。大阪府においても、未受診や飛び

込みによる出産等実態調査報告書さ

らに児童虐待、特定妊婦等の検証の延

長線上で妊産婦のメンタルヘルス、自

殺が大いなる懸念として関係者の間

で共有された。そこで、大阪府の自殺
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対策担当部局の事業として『大阪府妊

産婦こころの相談センター』が企画さ

れた。その事業目的は以下である。 
産前・産後は精神的に不安定な時期

であり、産後うつについては 10～
20％が罹患するといわれている。精神

的不安定は母児の愛着生成にも影響

し、育児困難、児童虐待に繋がりかね

ないことから、妊産婦のこころの安定

を得て、妊娠期から乳幼児育児期まで

の切れ目ない支援を目指すものであ

る。また妊産婦の自殺は、家族を含む

周囲への影響が著しく大きいため、産

前・産後を通して、精神的なサポート

体制を構築することで、自殺を防止す

る必要がある。このため、本事業では、

大阪府立母子保健総合医療センター

に大阪府妊産婦こころの相談センタ

ーを設置し、専任職員を配置すること

で、府内の精神的に不安定な妊産婦に

対して、ワンストップ窓口として専門

的な支援を行う体制を整備する。 
相談業務 
・妊産婦、家族および関係機関からの

電話相談に応じ、必要な際は、来所に

よる相談支援や診療を行うとともに、

継続支援が必要な妊産婦を、適切な機

関（精神科医療機関、市町村、子ども

家庭センター、保健所等）につなぐ。 
・精神疾患専門領域の相談に対応する

ために、1 週間に 1 日精神科医による

診療・コンサルタント体制を整備する。 
以上の計画を基に、図 6 のような支援

体制を整備した。特に、精神科医師の

団体である大阪精神科病院協会、大阪

精神科診療所協会に参画していただ

けたことは大きな意味がある。同時に、

大阪府こころの健康総合センターの

参画も大きな支えとなっている。 
 現在、大阪府の各市町村で妊娠届時

に母子健康手帳交付の際、図 7 のよう

なカードを配布し、周知を図っている。 
 当初の目的である「必要に応じて関

係機関に繋ぐ」ことが難しい例も少な

くない。これは匿名の多さに依るもの

であるが、匿名だからこそ相談できる

気楽さもあるようである。相談員は匿

名のままで構わない内容であればそ

のまま相談を受け、必要に応じて名前

や住所地を聞き取るようにしている。 
 電話回線が限られているため1件に

多くの時間は割きにくい。1 件の相談

あたり概ね 30 分間を基本としている

が、ようやく相談相手を見つけた安堵

感からか話が切れない場合も多く、妊

産婦の孤立が垣間見える。また流死産

後の女性に関する相談もあった。妊娠

とメンタルヘルスを考える際に外せ

ない対象者であり、どのように対応し

ていくかは今後の課題である。 
 図8に当センターの対象者を示して

ある。主な対象としては、精神的に不

安定な妊産褥婦と考えている。中には

精神医療の導入が必要な方もおり、そ

ういった方は精神科医療機関へつな

げているが、当センターの事業は精神

的に不安定な妊産婦を主体に育児支

援に繋げることが大きな使命である

と考えている。育児支援を通して、妊

産婦の自殺や児童虐待の抑制に繋が

ればとの思いで日々運用している。 
 まだまだ、課題山積で試行錯誤の
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日々である。相談員をはじめとする関

係者と共に、よりよい成果を出せる事

業にするべく努力の毎日である。 

 
E. 結論 
 妊産婦のメンタルヘルス対策のひ

とつとして『大阪府妊産婦こころの相

談センター』が稼働している。今後の

検証作業は必要であるが、妊産婦のこ

ころの安定に有益な事業と考える。 

  
F．健康危険情報 
研究内容に介入調査は含まれてお

らず、関係しない。 

 
G. 研究発表 
なし 

 
1．論文発表 
なし 

 
2．学会発表 
1)岡本陽子、和田聡子、光田信明、他：

大阪府内精神科医療機関を対象とし

た「妊産婦メンタルヘルスに関する現

状調査」、第 13 回日本周産期メンタル

ヘルス学会学術集会、2016 

 
H. 知的財産権の出願・登録状況（予

定を含む。） 
１．特許取得：なし 
２．実用新案登録：なし 
３．その他：なし 

 
I．問題点と利点 
 匿名の場合には、適切な支援に繋げ

にくい場合がある。 
今までにない妊産婦メンタルヘル

ス支援事業であり、他地域にとっても

参考になり得る事業と考える。 
 

J．今後の展開 
 より効果的な対応マニュアルの策

定が望まれる。 
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図 1：毎月の相談件数 

 

 
 

図 2：相談者の区分 
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図 3：実名か匿名かの区分 

 

 
図 4：相談者が妊婦であるかどうかの区分 
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図 5：相談内容 

 

 

 
図 6：相談への対応方法(重複あり) 
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図 6：大阪府こころの相談センターにおける連携 
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図 7：妊産婦用カード 
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図 8：大阪府こころの相談センターの担う役割               
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